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                まえがき 

交通政策は、 従来、『許されたる危険』の法理を大前提として進められてきたところですが、

近時の世相は、「危険を許さない」方向へ大きく舵を切っていると言えるでしょう。すなわち、

交通死亡事故の大幅な減少目標の設定、化石燃料の浪費とこれに伴うＣＯ2等の排出の抑制等々

が声高に叫ばれており、 自動車メーカーもこれらに敏感に反応し、電気自動車、水素燃料自動

車の開発をはじめ自動車の‛自動走行'の実現に向けた研究も進められてきています。政府も、

「2030年までに世界一安全で円滑な道路交通社会を構築する」ことを目標に掲げています。 

元々交通ルールは、交通の場にある者が、 それぞれ我を張ることによる障害を防ぐため、相

互に他人に対する思いやり・寛容をルール化したものと言えるでしょう。その中で、安全、安心、

円滑、快適の促進を図っていくことが求められてきました。したがって、交通の場にある者に対

しては、出来るだけ広く交通のルールや情報が伝えられ、共有され、それぞれの行動が個人の枠

を越えて最適解となり得るように努めることが望まれているところです。近年の電子技術、通信

技術等の発達は、交通分野についても、多くのセンサーや伝達手段、システム等を実用化してき

ましたが、残念ながら、いまだそれぞれが連携乏しく併存するに留まり、交通の場にある者に対

する共有財となるまでには至っていません。 

この際、 官の有する情報等の民における迅速有効な活用、民の有する情報の広い迅速な活用

を促進する方策を研究し、交通の場にある者が相互に活用し得る共有財を構築することが出来れ

ば、社会に大いに有益であるとともに、来るべき‛自動走行'時代を支える基盤としても有効であ

ると考えます。 

この「次世代ＩＴＳ情報インフラ基盤の構築に関する調査研究」は、以上のような発想の一助

となるべく、向う見ずにも研究を開始したものですが、多くの研究者、官庁、関係団体、関係事

業者のご理解を得て、この度、研究成果をまとめることができる運びとなりました。 

今後、この調査研究を基に、２０２０年の東京オリンピックにおける関係自治体で出来れば具

体化して、その有効性を検証し、その上で関係機関等において全国展開を進めていただくことが

できればと期待するところです。 

この研究に当たっては、特に、坂内先生、桑原先生、堀口先生のご尽力と、内閣官房、警察庁、

国土交通省、東京都、警視庁の積極的な参画に御礼申し上げますとともに、ご協力いただいた委

員及び関係者の皆様、また、身内ながら幹事長として尽力された上高家氏に心から感謝申し上げ

る次第です。 

 

平成２６年１２月 

                     公益財団法人 日本交通管理技術協会 

                     会  長   小 野 正 博 
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１ はじめに 
  ＩＴＳ（高度道路交通システム）は、道路交通に関わる安全性の向上、渋滞の軽減、環境負荷

の低減、快適性の向上を目指し発展してきたシステムであるが、最近は、防災やエネルギーなど、

より広い社会システムの高度化の中核、先兵としての大きな使命を持ってきていると感じている。 

 この社会システムの中核、先兵たるＩＴＳにおいて重要なことは、有用な交通関連情報の生成

であるが、このための幾多の交通データは、これまで官民の各事業体の尽力により整備がすすめ

られ、望ましい交通社会の実現に向けて大きく貢献してきた。 
そして、近年は、ＩＴ技術の進展に伴って交通関連データの多様化が一層進み、これら情報・

データの融合利用によるＩＴＳの更なる高度化・発展が期待される状況になっている。 
こうした中、この度、本研究会にＩＴＳに関係する多くのステークホルダーが参加し、将来の

ＩＴＳの発展に向け、道路交通関連データを相互利活用することにより期待される効果や、今後

目指すべき姿と実現上の課題などについて活発な議論を行い、ここに研究報告書としてまとめる

ことができたことは、大変、意義深いことであると思う。 

また、本研究会における検討と並行し、本研究会委員長代理の桑原先生が座長を務める政府の

「道路交通分科会」において、道路交通関連データの利活用促進に向けた検討が進められたこと

も、タイミングとしては大変良かったと思う。 
（公財）日本交通管理技術協会が、公益法人という立場で、我が国ＩＴＳの一層の発展のため、

将来のためという動機と情熱により、多くのステークホルダーの立場に配慮しつつ、中立的に研

究会の運営に尽力してくれたことに心から感謝したい。 
今後は、本研究の成果が生かされ、官民の相互協力と連携の下に、官民データの相互利活用促

進に向けた取り組みが具体的に進展し、我が国の成長戦略推進の一助となることを心から期待す

る次第である。 
 

平成２６年１２月           
                      委 員 長  坂 内 正 夫 
                    （独立行政法人情報通信研究機構理事長） 
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２ 調査研究の目的 
 我が国の道路交通管理システムは、長年に渡る膨大なインフラ整備によりできあがってきたもの

であり、こうしたインフラから収集したデータを基に、引き続き鮮度と精度の高い交通情報が、日

本道路交通情報センターを介し、ＶＩＣＳセンターや民間の交通情報サービス事業者を通じて道路

ユーザーに提供されることが強く望まれるところである。 

  

他方、民間事業分野において、ＧＰＳ受信機能搭載車両やスマートフォン等の位置情報を活用し

たテレマティクスによる交通情報サービス、物流車両の配車・運行管理等が既に展開され、こうし

た民間事業分野の一層の発展も期待されるところである。 

  
 こうした状況において、政府のＩＴ総合戦略本部において、「官民ＩＴＳ構想・ロードマップ」

の策定検討が行われ、平成２６年６月、「２０３０年までに世界一安全で円滑な道路交通社会を構

築する」ことを目標とする「官民ＩＴＳ構想・ロードマップ」が決定された。 

 

現在、この決定に沿って、安全運転支援システムの普及と高度化、自動走行システムの開発と実

用化に向けた取り組みと共に、今後、官が収集・保有する道路交通関連データと、様々な業種の民

が収集・保有する道路交通関連データを容易に共有・相互利用できれば、各種データの統合・融合

活用により、「人や物がより安全・快適に移動できる社会」の実現に資すると共に、各種データを

利用した様々な新サービス、新ビジネスの出現等により、ＩＴＳ関連分野の更なる発展が期待でき

るとして、「道路交通関連データの利活用促進」も重要な柱の１つとされ、ＩＴ総合戦略本部の新

戦略推進専門調査会の下に設置された「道路交通分科会」において、図２．１に示すロードマップ

に沿って取り組みが進められつつあるところである。 

 

 しかし、これまで、官も民も、各事業体それぞれが、データ収集からアプリケーションまでを垂

直型で実施してきているため、用途・事業体・業種を横断したデータ利用の広がりや相互活用は、

必ずしも容易ではない。 
 

 本調査研究は、上記の背景と問題意識のもと、「人や物がより安全・快適に移動できる社会の構

築」に向けたロードマップの実現に資するため、持続性のあるデータ流通のあり方と、２０２０年

東京オリンピック・パラリンピックにマイルストーンを置いて、実現性の高い活用場面に焦点を当

てたスタートアップ方式を検討することを目的としたものである。  
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３ 相互利用が期待される道路交通関連データ 
  今後、利用を期待する道路交通関連データについて、本研究会参加の民メンバーに対してアン

ケート調査を実施し、また、官が期待する民データについては、本研究会への資料提供により把

握した。民に対するアンケート調査結果を巻末の参考資料３に示す。 
  
３．１ 道路交通関連データの想定利用者 

  アンケート結果を踏まえると、「人や物がより安全・快適に移動できる社会」の実現に向けた

道路交通関連データの利用者は、図３．１のように想定される。 
 図３．１において、地方公共団体は、観光、地域産業振興等を担当する部局である。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３．１ 道路交通関連データの想定利用者 

 

図２．１ 官民ＩＴＳ構想「交通データ利活用に係るロードマップ」 
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 ３．２ 民が利用を期待する官データの種類と利用目的 
     アンケート調査結果から、民が利用を期待する官データは多岐にわたり、条件は、大多数は

無料を条件としているが、一部、有償でも可とするところもある。 

    アンケート調査で利用期待が多かったデータの種類と、利用目的を表３．１に示す。 
       静的交通規制データや交通事故データは、カーナビ等によるルートガイダンス情報と融合

することにより、安全で適切な経路誘導や安全運転支援に極めて有効であり、特に、カーナ

ビメーカーやテレマティクス事業者に大きな利用期待がある。 
    動的事象情報は、災害、事故、積雪、冠水、道路工事等の平常時とは異なる事象の発生と、

それに伴う臨時交通規制の情報であり、渋滞の回避や事故防止に極めて有効な情報であり、

特に、目的地に時間通りに荷物を運ぶことが求められる物流関係事業者に大きな利用期待が

ある。 
    車両感知器で計測される交通量等の官インフラ収集データは、プローブデータとの融合処

理により、交通渋滞発生区間長や渋滞区間の通過に要する時間の推定精度の向上を図ること

できると期待されており、交通情報提供事業者や物流関係事業者に利用期待がある。 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

表３．１ 民が利用を期待する官データの種類と利用目的 

 
 
 
３．３ 官が利用を期待する民データの種類と利用目的 

     官において利用を期待する民データは、プローブデータであり、図３．２に示すように、イ

ンフラでカバーしていない道路の交通現況把握、災害発生時の交通状況把握、信号制御の改

善・高度化と効果検証、ボトルネック交差点の抽出、ヒヤリハット多発地点・区間の安全対策、

道路整備・維持計画の検討等に活用することが目的である。 
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         図３．２ 官が利用を期待する民データと利用目的 
  

３．４ 利用に際してのデータ形式等についての希望 
     利用を期待するデータの内容については、編集・加工されたデータだけでなく、Ｒａｗデー

タ、道路ネットワークに紐付けされたデータ、標準化されたデータ、鮮度の高いデータ等、

利用者側のアプリケーションで機械的に処理が容易な形式によるデータ提供を希望している。 

 
４ 各種データの利用例と期待効果 
 ４．１ 交通信号制御の改善・高度化等による交通流円滑化への利用 
   交通管制センターに接続されていないオフライン信号機の制御は、設置時の交通量調査に基

づき制御パラメータを設定し、その後は、必要に応じてマニュアルによりパラメータを変更し

て運用されているが、交通状況の変化を頻繁に調査し、対応することが困難である。 
そのため、蓄積したプローブデータを分析して交通状況の変化を把握し、これをオフライン

信号機の制御パラメータ変更に反映して信号運用の改善を図るなど、信号運用業務の効率化が

期待される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
        図４．１ オフライン信号制御の見直し（警察庁提供資料） 
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   また、プローブデータと車両感知器データの融合により、信号交差点を通過する各車両の遅

れ時間の推計精度を高めることにより、総遅れ時間を最小とする新たな信号制御方式の開発・

導入による交通流の一層の円滑化が期待される。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
      図４．２ オンライン信号制御高度化（警察庁提供資料） 

  
４．２ 渋滞対策への利用 

交通渋滞は、事故、工事等の動的事象に起因するものもあれば、道路形状、交差点形状、信

号制御、交通規制等に起因するものもある。 
この内、道路形状、交差点形状、信号制御、交通規制等に起因する交通渋滞に対しては、管理

者において、対策の検討と改善に努められているところであるが、空間的に連続したプローブデ

ータと車両感知器による定点観測データの融合により、こうしたボトルネックの把握精度の向上、

渋滞対策の効果検証精度の向上等が期待される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     図４．３ ボトルネック交差点検出と信号制御改善効果の検証（警察庁提供資料） 
 
  また、旅行時間や旅行速度についても、プローブデータと車両感知器データの融合により、

現状把握精度、及び今後の推移予測精度の向上が期待される。 
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        図４．４ 旅行速度調査への適用（国交省提供資料） 
 
４．３ 交通安全対策への利用 
  プローブデータに含まれる急ブレーキ、急ハンドル等の情報を利用してヒヤリハットの発生

位置や発生頻度を把握し、こうした箇所における安全対策の検討、対策実施後の効果の確認等、

交通安全対策への利用が期待される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       図４．５ プローブ情報の道路行政への活用（国交省提供資料） 

 
４．４ 安全運転支援への利用 

   交通規制情報、交通事故情報、道路気象情報、道路障害情報、交通信号情報等を車載装置側

に提供し、ドライバーに注意喚起して事故防止を図る等、官が収集・保有するデータの安全運

転支援への利用が図られつつあるが、プローブデータの活用による安全運転支援の一層の充実

と拡大も期待される。 
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         図４．６ 車載装置を通じた注意喚起情報の提供 
 
  ４．５ 地域活性化・地域振興への利用 

マルチモーダルによる観光・商業施設巡り支援、超小型モビリティの運用も視野に入れた

高齢者・子育て層等の移動支援、その他、地方自治体における道路交通関連データ利用によ

る地域活性化に資するため、官民の各種道路交通関連データの利用が期待される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           図４．７ 地域活性化・地域振興への利用 
  

４．６ 防災・減災対策への利用 
    大規模な災害発生時には、電力や通信インフラの寸断、官インフラの損壊等が発生し、官

による道路交通状況把握に支障をきたす事態も想定される。 
こうした場合、民プローブデータの収集機能が生きており、これらデータを利用すること

ができれば、官インフラ収集データの欠損部分を民収集データで補完し、又は官収集データ

と民収集データを融合することにより、災害時の道路交通現況をより精緻に把握できるもの

と期待される。 
そして、こうした情報は、行政機関による被害状況把握活動、救助・救援活動、被害復旧

活動等はもちろん、交通規制情報と共に通行可能な路線情報を一般市民に提供することによ

り、経済活動の維持、被災地への物資輸送活動の支援等に資することができる。 
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       図４．８ 災害時の警察活動支援と国民への情報提供（警察庁提供資料） 
    

また、蓄積したプローブデータと車両感知器データを融合処理してＯＤ交通量を算出するこ

が可能であり、こうしたデータを用い、交通流シミュレータにより、災害時や災害に伴う臨時

交通規制時に予想される影響を事前に把握するなど、災害発生時の各種対策や施策立案への利

用が期待される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       図４．９ シミュレータによる災害時等の施策立案（警察庁提供資料） 

 
４．７ 道路交通関連研究活動への利用 

     官民収集データの融合処理による旅行時間推計精度の向上アルゴリズムの開発、新たな

信号制御アルゴリズムの開発、蓄積データを利用した交通安全対策立案手法の開発に当た

っては、それぞれの所管機関による取り組みにとどまらず、大学、民間企業の研究機関、

シンクタンク、コンサルタント事業者等における研究活動に期待するところ大である。 
しかし、現状は、こうした研究に必要なデータを容易に利用できる状況とは言いがたく、

今後、産官学連携による各種研究活動に官民収集の各種道路交通関連データが容易に利用

できるような環境整備が期待される。 

 

 



10 
 

５ 道路交通関連データ利活用促進の実現手段 
   官民相互のデータ利用を促進する実現手段としては、各データホルダーが個別に対応する方法、

ポータルサイトを設ける方法等様々な方法が考えられるが、本研究では、アンケート調査結果を

踏まえ、将来的に実現が望まれる利便性の高い理想的なデータ流通基盤（以下「統合プラットフ

ォーム」という。）のあり方について検討を行った。 

  
 ５．１ 統合プラットフォームの役割とサービスについての期待 
   本研究会参加の民メンバーに対して実施したアンケート調査の結果、統合プラットフォーム

の役割についての期待は、次のように集約された。 
  ・官における民データの利用基盤      ・民における官データの利用基盤 

・官民データの集約基盤          ・交通関係データのアーカイブサーバー 
・各種交通関係データのポータルサイト    ・各種データの融合サービスの検討基盤 

また、統合プラットフォームのサービスについての期待は、次のように集約された。 
・地方自治体・民間が、地域活性化・地域防災（減災）のための事業創出に活用できる交

通関係データの収集・提供サービス 
・交通情報サービスの高度化・充実に必要なデータ収集・提供サービス 
・道路計画、交通管理、道路改良等の検討に必要なデータの収集・提供サービス 
・安全運転支援に必要な静的・動的交通関係データの収集・提供サービス 
・オリンピック関連情報との融合利用が効果的な交通関係データの収集・提供サービス 

 

５．２ 統合プラットフォームに求められる主要機能 

   「５．１ 統合プラットフォームの役割とサービスについての期待」を踏まえ、統合プラッ

トフォームに求められる主要機能について検討し、以下のように整理した。 

① データ収集・提供機能 

  データ保有者からデータを収集し、利用者に提供する機能で、統合プラットフォームに

必須の機能である。 

② データアクセス制御・管理機能 

 ネットワーク制御機能と認証・認可機能により、データ提供者の提供条件に基づき、セキ

ュリティを確保して、データ授受を制御・管理する機能で、統合プラットフォームに必須

の機能である。 

   ③ データのクレンジング・マップマッチング処理機能 

   プローブデータをリンク旅行時間や渋滞状況の現況把握に利用するためには、データのク

レンジング処理と、走行軌跡データを道路リンク上に特定するマップマッチング処理が必

要であり、この処理を統合プラットフォームで行えば、データ利用者側でマップマッチン

グ処理をする必要がなく、データ利用者のアプリケーション開発コストを低減できるため、

統合プラットフォームの機能とするのが望ましい。 

なお、このマップマッチング用道路ネットワーク地図の候補としては、（一財）日本デジ

タル道路地図協会が整備しているデジタル道路地図（ＤＲＭ）が適当であり、これを「共
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通基盤地図」とするのが妥当である。マップマッチングの概念、各種道路ネットワークデ

ータのカバー例等を巻末の参考資料４に示す。 

④ データの統合処理機能 

地点、区間、リンク単位に紐付けられた同種複数データの集合体の生成、集計、平均値

算出等の処理をする機能であり、データの信頼性向上を図るため、統合プラットフォーム

の機能とするのが望ましい。 

なお、統合データには、Ｒａｗデータから、クレンジング・マップマッチング等の処理

を行ったデータまで、幾つかのレベルのデータが想定される。 

  ⑤ データの蓄積（アーカイブ）機能 

     流通するリアルタイムデータを長期間蓄積する機能であり、この機能を保有すれば、過

去蓄積データの利用ニーズにも応えられることになるが、この機能を統合プラットフォー

ムの機能に含めるかどうかについては、将来の検討課題とする。 

将来、データ提供者の合意の上で、統合プラットフォーム上又はいずれかの機関でアー

カイブ化し、それを各種事業者が利用できるようにすることが望まれるが、政府が取り組

んでいるＧ空間プラットフォームが実現し、各種分野のデータの活用が図られることにな

れば、本統合プラットフォームとＧ空間プラットフォームとの連携も考えられる。 

⑥ データの融合処理機能 

複数の異なる種類のデータを利用して、単一の種類のデータからは得られない情報の抽

出や信頼性向上を図る「データ融合処理機能」については、利用目的によって融合するデ

ータの種類や融合方法が異なるため、統合プラットフォームの機能に含めず、利用者のア

プリケーションに含めるのが適当である。 

ただし、複数のデータ利用者が共通に利用する融合処理については、統合プラットフォ

ーム運営主体やいずれかの専門事業者が、アプリケーションサービスとしてその処理を行

う形態も考えられる。 

 

上記の検討結果を踏まえた統合プラットフォームの機能ブロックイメージを図５．１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図５．１ 統合プラットフォーム機能ブロックイメージ 
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５．３ 統合プラットフォームに期待する役割と機能 

    図５．１をベースに、データ提供者と利用者を官グループと民グループに分け、それぞれ

が統合プラットフォームに期待する役割（図中の赤字）と、その期待に応える統合プラット

フォームの機能について、データの流れに着目して、データ収集、統合処理、データ提供に

係る機能のイメージを図示すると、図５．２のようになる。 

    図中、官が提供するデータ（紺色点線）は、交通規制データ、動的事象情報、官インフラ

収集データ等が、民が提供するデータは、既存のテレマティクス事業者が収集するプローブ

データ（緑色点線）に加え、今後、バス・タクシー・物流車両・商用車両等の稼働率の高い

車両のプローブデータ（茶色点線）が期待される。 

    そして、これらデータが、クレンジング、マップマッチング等の処理を経て共通基盤地図

上に統合され、官民それぞれの利用に供するために提供される、これが、統合プラットフォ

ームの機能のイメージである。 

    また、課金管理機能は、利用するデータ流量に応じた課金管理を行う機能であり、この機

能が必要になることも想定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 相互利活用が期待されるデータの種類・保有者とデータ提供上の課題 

６．１ 相互利活用が期待される道路交通関連データの種類と保有者 

官が利用を期待する民のデータは、プローブデータであるが、民が利用を期待する官のデー

タは多岐にわたる。 

民が利用を期待する主な道路交通関係データの種類と保有者は、表６．１のとおりである。 

 

 
図５．２ 統合プラットフォームに期待する役割と機能イメージ（巻末参考資料５） 
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６．２ データの現状と統合プラットフォーム上で流通を図る上での課題 

   民が利用を期待する官のデータ、官が活用を期待する民のデータについて、それぞれの現状

と統合プラットフォームで流通を図る上での課題等は、以下のとおりである。 

（１）官の車両感知器データ、プローブデータ、信号制御データ 

   上記のデータの内、過去蓄積データの提供については、技術的にさほど困難ではないが、

リアルタイムデータについては、提供者・利用者のシステム面での対応措置が課題になる。 

   また、プローブデータは、個人に関する情報を含むパーソナルデータであることに特段の

配慮が必要である。 

なお、リアルタイムの路線信号情報については、光ビーコンから提供されている。 

（２）民間テレマティクス事業者収集のプロ―ブデータ  

    過去蓄積データについては、技術的にさほど困難ではないが、リアルタイムデータについ

ては、提供者・利用者のシステム面での対応措置が課題になることに加え、データ収集周期

も一様でないため、データの利用価値・利用可能性について検証する必要がある。 

    また、プローブデータは、個人に関する情報を含むパーソナルデータであることに特段の

配慮が必要である。 

（３）高稼働率車両プローブデータ 

  バス、タクシーについては、ロケーションシステムを保有又はクラウド型サービスを利用

している場合は、センターシステムからリアルタイムデータの提供を受けられる可能性があ

る。 

物流車両については、ＧＰＳ付きデジタコの搭載が増えつつあり、また、荷物配送の効率

化を図るためにクラウド型サービスを利用する物流事業者も増えつつあることから、クラウ

ド型サービス事業者からのデータ提供が期待される。 

  提供者・利用者のシステム面での措置が課題になることは、上記と同様である。 

 
表６．１ 民が利用を期待する主な道路交通関係データの種類と保有者 
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（４）動的事象＆動的交通規制データ 

   災害、事故等の動的事象発生情報とそれに伴う臨時交通規制情報については、既に、道路

交通管理者入力によりシステム的に日本道路交通情報センターにリアルタイム提供されて

いるため、このシステムと連携するのが効率的と思われる。 

（５）交通事故データ 

事故発生多発地点の交通事故データは、安全運転支援に活用が期待されるデータであるた

め、より容易に利用できるようになることが期待される。 

（６）静的交通規制データ 

警察庁で保有するデータは、都道府県が行う膨大な交通規制のごく一部に限られているた

め、今後、全交通規制がデータ化され、利用者に提供されるようになることが期待される。 

 

なお、これらデータの流通については、官民それぞれにおける利用ニーズの強弱と、データ提

供者側のシステム面での対応措置の難易度の両面から優先度を検討し、利用ニーズが強く、デー

タ提供者側における対応が比較的容易なものから、順次流通を図っていくことが現実的である。 

 

７ 統合プラットフォームに係るビジネスを維持する条件の検討 

 ７．１ データと対価についての考え方 

   官が収集又は生成したデータの提供に対しては、対価無しが原則となるが、民が収集・生成

したデータの提供に対しては、経済原理から、対価有りが原則となる。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          図７．１ データと対価についての考え方 
図７．１において、データ利用者が支払う対価（図７．１の対価 a1～対価 a3）は、統合プ

ラットフォームを構築・運用するための費用（以下「システム利用料」という。）とデータ提

供者に支払う対価（以下「データ利用料」という。）からなり、データ利用者が支払う対価の

総和が、データ提供者に支払う対価（データ利用料：図７．１の対価 b1～対価 b2）の総和よ

り大きくなることが、プラットフォームに係るビジネスを維持する条件となる。 

そして、この条件を満たす方法として、次の２つの方法が考えられる。 
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① プラットフォーム側で付加価値を付けてデータ利用者に提供し、その付加価値料で条件

を満たす方法 

② データ利用者からの対価を、データ提供者に支払うデータ利用料と、プラットフォーム

を維持運用するために必要なシステム利用料に分け、システム利用料の総和で条件を満た

す方法 

   また、データ提供者が民の場合、データ提供者に支払う対価は、データ提供者・利用者相互

の合意によるが、支払われる対価により、データ提供に必要な設備の開発・維持・運用に要す

る経費を回収できることが最低限の条件となる。 

  

７．２ 付加価値を創成する統合プラットフォームの機能 

   統合プラットフォームを通じたデータ利用ではなく、個別に相対契約によりデータを利用す

る方法もあり得るため、統合プラットフォームの利用がビジネスの観点から有効であるために

は、データ提供者・利用者の利便性向上、個別のデータ提供・利用方法と比べたときの経費低

減等、統合プラットフォーム上での付加価値の創成が必要となる。 

そのため、統合プラットフォームによるデータ利用サービスがビジネスの観点から有効であ

るためには、表７．１に整理したような付加価値の創成が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．３ 統合プラットフォームを通じたデータ利用例とビジネスモデルの基本的考え方 

   以下に、統合プラットフォームを通じたデータ利用による幾つかのサービス例について、統

合プラットフォームで付加価値を付ける方法で成立条件を満たす方法を前提にし、そのビジネ

スモデルに関わるステークホルダーを「データ提供者」、「サービス提供者」、「サービス利用者」

に分け、それらを繋ぐ形で整理した。 

そして、ビジネス範囲として、データやサービスに対する対価の授受があるステークホルダ

ーの範囲を示した。 

   ビジネスを考える場合は、この範囲にあるステークホルダーの合意の下にデータやサービス

の価格が形成されていくものと考える。 

 

表７．１ 付加価値を創成するための統合プラットフォーム機能 
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   なお、以下に示す例を含め、巻末の参考資料６に各種の例を示す。 

 （１）例１ ～大規模災害時の通行支援～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２）例２ ～交通情報の品質向上と情報提供路線の拡充～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・大規模な災害や交通障害が発生した場合
＊

に、リアルタイムで収集したプローブ情

報を集約して、定期的に通行実績情報を生成するとともに、道路管理者の持つ通

行規制情報と併せて通行実績マップを地域住民や自治体に提供する。 

＊…「特定大規模災害」として、当該非常災害に係る災害対策基本法第二十八

条の二第一項に規定する緊急災害対策本部が設置されたもの 

・統合 PF が生成する通行実績情報は原則無償で提供される。 

 

・民が収集するプローブデータと、管理者が収集する車両感知器データを共通基盤

地図上で統合し、交通情報の品質向上と情報提供路線の拡充を図る。 
・生成した統合リンク交通情報を交通情報提供事業者に有償で提供し、収益を得る。 
・希望する企業ユーザーには、渋滞予測や推奨経路情報などの付加価値サービスを

有償で提供する。 
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 （３）例３ ～カーナビ等を通じた安全運転支援～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ７．４ 持続可能なビジネスモデルを具体化する上での課題 

    統合プラットフォームに係るビジネスモデルを持続可能なものとするためには、下記の課

題に対する取り組みが求められる。 

（１）Win-win 関係の構築 

統合プラットフォーム運営のための収益構造を議論するだけでは、ステークホルダーの

合意は得られにくい。サービス全体を俯瞰したビジネスの中で、どう Win-Win の関係を築

くことができるか、以下の視点を踏まえる必要がある。 

・ 民データ提供者のビジネス機会拡大 

 統合プラットフォームが「卸売業」としてデータを流通させることで、データ

を「販売」する機会の確実性が増す、あるいは機会が増える。 

・ 官データ利用による社会便益増加 

 官民データの統合によりデータの質・量が改善されることで、公共サービスの

質も改善され、社会便益の増加につながる。 

・ 民データ利用者のビジネス機会拡大 

 官民データの統合によりデータの質・量が改善されることで、新たな民間ビジ

ネスが創成され、サービス提供者の収益増につながる。 

 

（２）技術の成熟度の違いを加味した実現戦略 

想定される統合データの活用場面には、現状の技術水準でも十分に実現できるものから、

新たな技術開発が必要なものまで、さまざまなものがあり、実現性の高いものから取り組

んでいく必要がある。 

 

・官が提供する事象規制情報、静的規制情報、交通事故情報を共通空間基盤上で統

合し、安全運転支援データを生成する。 

・生成した安全運転支援データを交通情報提供事業者、カーナビ事業者、物流向情

報提供事業者等に有償で提供する。 
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また、技術開発が必要なものにたいしては、いきなり統合プラットフォームをビジネス

ベースで運用しても、win-win の関係が構築できるものではなく、実用化までのリードタ

イムをとる意味でも、官民が連携した技術開発プロジェクトの立ち上げが必要となる。 

 

（３）社会的便益の向上を優先させた実現戦略 

ビジネスモデルの原則として、統合プラットフォームの構築・運用にかかる費用負担は、

受益者が負担すべきであるが、このような新たな取り組みの実現に際しては、通常、初期

投資費用が大きくなってしまうと考えられる。一方で、初期段階では win-win 関係の構築

も十分に進んでいるとは考えにくく、持続可能なビジネスモデルが成立しにくい。 

このため、一つの可能性として、公共の利益をもたらすサービスを先行して実現し、そ

の目的のために統合プラットフォーム構築の初期投資費用を公的資金で助成することが

考えられる。公的資金の投入には、合理性が求められるため、社会実験やシミュレーショ

ンによる事前の評価を通して、統合プラットフォーム利用による社会的便益を定量的に示

していくことが求められる。 

 

８ 統合プラットフォームの運営主体について 

 統合プラットフォームは、官民が保有する道路交通関係データを相互に利便性高く利用するた

めのデータ流通基盤であり、この運営主体に対しては、以下の条件を満足することが望まれる。 

   ① 官からの提供データ及び民からの提供データについて、その提供条件、法令等を踏まえ、

適切に管理、運営し、セキュリティを確保できること。 

   ② 官民のステークホルダーとの信頼関係があり、中立・公平な立場で安定的なデータの収

集と提供を行うことができること。 

③ 容易には収益性を見込みがたい面もあるが、官民の事業に利用されるデータ流通基盤と

なる以上、事業の継続性が強く求められること。 

④ 従来から実施している事業との親和性が強く、新規コストをなるべく抑えて事業を開始

できることが望ましいこと。 

⑤ ２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックの交通対策に資するためには、現行の

法・規定の枠組み、組織、体制を活用し、早急に可能なデータから流通を図っていく必要

があること。 

⑥ 上記条件に応えて業務を遂行する意欲、行動力、技術力等を備えていること。 

以上の条件を踏まえて検討した結果、現時点では、全国一元的な道路交通情報提供を担う唯

一の機関として、４７都道府県警察及び道路管理者システムからのオンラインリアルタイム情

報に加え、全国 133 ヶ所にセンター又は駐在を配置し、オンラインリアルタイム情報に含まれ

ない道路交通に係る情報を収集し、これをデジタル化して民間事業者及び一般ユーザーに提供

している（公財）日本道路交通情報センターが、最も適性を有する運営主体候補と考えられる。 

   なお、必ずしも、統合プラットフォームの全機能を運営主体において直接保有する必要はな

く、例えば、データ統合に当たって必要となるデータクレンジングとマップマッチング処理に

ついては、統合プラットフォームの機能の一部を担うという位置付けで、しかるべき政府機関
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又は当該分野に精通した中立的事業者がその処理を担当するという連携方法も検討の余地が

ある。 

 

９ ２０２０年東京オリンピックにマイルストーンを置いたスタート例の検討 

 ９．１ 道路交通関連データ利活用推進の段階的取り組みへの期待 

   前章までにおいては、将来的に実現が望まれる理想的な統合プラットフォームについて検討

を行った。この理想的な統合プラットフォームの実現に向けた取り組みステップとしては、ま

ずはデータ提供者側の対応が比較的容易で、かつ官民で利用期待の大きいデータについて、必

要最低限の機能を有するプラットフォームで流通を図り、段階的に流通データの拡大とプラッ

トフォームの多機能化・高機能化を図って行くことが現実的であると思料される。 

そして、この段階的な取り組みのファーストステップとして、２０２０年東京オリンピッ

ク・パラリンピックにマイルストーンをおいて、官民相互に提供可能なデータからスタートア

ップすることが期待されるところである。 
 

９．２ ２０２０年東京オリンピック交通対策への官民データの利用例 

   ２０２０年東京オリンピック・パラリンピックにおいては、図１９．１に示すようなオリン

ピックレーン及びオリンピックプライオリティレーン（以下「オリンピックレーン等」という。）

の設定が予定されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       図９．１ オリンピックレーン等の計画図（立候補ファイルから） 
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各国選手団や大会関係者の輸送車両等は、オリンピックレーン等の設定により運行の定時

性と信頼性が確保されるものと期待されるが、オリンピックレーン等における交通障害発生

時に備え、オリンピックレーン等以外の交通現況や交通規制を正確に把握する必要がある。 

    また、オリンピックレーン以外の路線では渋滞が予想され、特に、経済活動に必要な物流

車両、タクシー、バス等の運行への影響を最小限に抑制する必要がある。 

そのため、官においては、より精緻な道路交通現況把握による交通管制が、大会輸送全般

の運営を行うオリンピック輸送センターや各種運送事業者においては、より正確な道路交通

情報を利用した車両の運行と利用者への運行情報の提供が求められる。 

以下、上記の対策を目的とする官民データの利用例の幾つかを示す。 

なお、巻末の参考資料７に、東京オリンピック開催時の交通情報サービスに係る統合プラ

ットフォーム活用ビジネスイメージを示す。 

 

  （１）大会輸送全般の運営支援 

     オリンピック輸送センターにおいては、オリンピックレーン等を走行するオリンピック

関係全車両の現在位置と走行状況を常時把握することに加え、オリンピックレーン等にお

いて何らかの交通障害が発生した場合、走行中のオリンピック関係車両を適切に代替ルー

トに誘導する必要がある。 

そのため、オリンピック輸送センターにおいては、代替ルート及びこれに接続する一般

道路の交通現況についても正確に把握し、必要に応じて代替ルートによる円滑な輸送を確

保する必要があり、こうした運営を可能とするためのシステムが、オリンピック輸送セン

ターに整備されるものと思料される。 

そして、上記システムで必要な交通現況情報は、警視庁交通管制センター等から提供さ

れるものと思料されるが、官インフラ収集データと民プローブデータの併用・融合により、

情報の広域化・精緻化が可能になると期待される。 

 

  （２）道路交通管理者実施の交通対策に対する支援 

    オリンピックレーン等以外の路線では、かなりの渋滞が予想され、経済活動に必要な物

流車両、タクシー、バス等の運行への影響が懸念されるところである。 

そのため、官においては、より精緻な道路交通現況把握による交通管制が、また、各種

運送事業者においては、品質の高い道路交通情報を利用した車両運行と、運行情報の利用

者への提供が求められるものと思料される。 

     こうした交通対策については、事前のシミュレーション等により様々な事態を想定して

検討・立案されるものと思料されるが、プレイベント等において、官インフラ収集データ

と民プローブデータの融合情報による各種対策の点検・検証、そして、本番における柔軟

な対応が期待される。 
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  （３）国内外観客に対する移動支援 

     国内外観客の移動に対しては、バス・鉄道等の公共交通機関に加え、需要に応じて臨時

シャトルバスの運行も予定されているが、官インフラ収集データと民プローブデータの併

用・融合による高品質な交通情報、各種輸送機関の運行情報、駐車場情報、競技情報、観

光情報等を融合させたマルチモーダルな情報提供が期待される。 

 

９．３ オリンピック交通対策に資する官民データの利用可能性 

（１）民プローブデータの公的利用を目的とした官への提供可能性 

   ２０２０年東京オリンピック・パラリンピックにマイルストーンを置いてスタートアップ

するプラットフォームとしては、オリンピック交通対策等の公的利用に対し、すぐにでもプ

ローブデータの提供が可能であるとする民間事業者が存在することから、まずは、民プロー

ブデータを官に提供する機能に限定したプラットフォーム（以下「機能限定型プラットフォ

ーム」という。）で、早期にスタートすることが妥当と考えられる。 

そこで、研究会参加の民間メンバーに対し、官における通常の道路交通管理に加え、東京

オリンピック交通対策への利用を念頭に置き、１都３県（東京、千葉、埼玉、神奈川）にお

ける公的利用を前提としたリアルタイムプローブデータの官への提供可能性についてアン

ケート調査を行った。 

   その結果、７事業者から、以下のビジネス面での配慮を希望するとした上で、リアルタイ

ム点列プローブデータ又はリアルタイムリンク旅行時間データの提供可能性「有」とする回

答があった。 
なお、巻末の参考資料８に、アンケート調査で寄せられた意見・希望を示す。 

      ① 提供事業者の発生費用の扱いについて、立ち上げに係る初期費用を開発時回収可能な

ビジネスモデルや、運用費用をビジネスの多寡に拘わらず回収できるモデルであること。 

② 参加のハードルを下げるため、データ提供に必要となる設備などを開発・導入する初

期投資費用をデータ利用料で回収するのではなく、統合ＰＦ構築の費用とするモデルで

あること。 

③ プラットフォーム立ち上げ時に、一定規模の交通管理者もしくは道路管理者が利用者

として存在しており、提供に要する開発費・運用費を回収できる状況であること。 

④ 共通のフォーマットによるデータ提供が必要な場合、フォーマット変換のためのシス

テム改修で追加のコストが発生することが想定される。この費用については適切な費用

負担モデルを検討するだけでなく、プラットフォーム側に変換機能を装備するなど、全

体が効率的となるシステム設計であること。 
 

  （２）官データの民への提供可能性 
    官データの民への提供については、政府の「交通データ利活用に係るロードマップ」に基

づき、着実に実現されることが期待される。 
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 ９．４ オリンピック交通対策に資する機能限定型プラットフォームの検討 

２０２０年東京オリンピック・パラリンピックの交通対策に資するためには、当面、データ

のアクセス制御・管理を主たる機能とする機能限定型プラットフォームにより早期にスタート

することが現実的であると考え、そのシステムの実現方式について検討を行った。 
 
（１）流通データ量の試算 

「民プローブデータの公的利用を目的とした官への提供可能性」についてのアンケート調

査結果を基に、１都３県の流通データ量を試算した結果は、次のとおりである。 
なお、巻末の参考資料９に、試算に際しての前提条件及び試算過程を示す。 

 ① リアルタイム点列プローブデータは、ピーク１時間当たり約１ＧＢ 
 ② リアルタイムリンク旅行時間データは、１時間当たり最大で約１０ＧＢ 

  （２）ネットワーク制御方式 
     データ送受信用のキャッシュサーバをプラットフォーム内に接続事業者毎に設けるとし

ても、２０２０年まではせいぜい数十台のサーバのネットワーク化となり、また、接続サ

ーバの変更も頻繁に発生しないと予想されるため、ＳＤＮ方式ではなく、従来方式による

のが妥当と思料される。 
     なお、巻末の参考資料１０に、ＳＤＮ方式と従来方式の比較表を示す。 

（３）データのフォーマット変換 
データの提供源が複数となるプローブデータの利用に際しては、データ提供者側、プラッ

トフォーム側又はデータ利用者側のいずれかで同一のデータフォーマットに変換する必要

がある。 

このデータフォーマット変換については、予め共通のデータフォーマットを定め、順次、

共通のフォーマットに変換してデータを提供する事業者の増加を図ることが望ましいが、当

初は、データ提供者の参加ハードルを低くするため、必要に応じてプラットフォーム側でフ

ォーマット変換を行うのが適当である。 

（４）サーバ 
     データ送受信用キャッシュサーバ、システム監視・認可・認証サーバは、二重化構成と

する必要がある。 
なお、データ送受信用キャッシュサーバについては、流通データを処理できる十分な容

量と、ローバランサー等の負荷分散機能の検討が必要になってくる。 
  （５）通信ネットワーク 
     民データを官に提供するための接続回線は、セキュリティ確保のため、ＩＰ―ＶＰＮ回

線によるのが適当である。 
  （６）セキュリティ確保 
     ファイアウォール、認可・認証等により、接続を許可された者以外の侵入を防止すると

共に、データの授受に関して、一定のセキュリティ確保のルールを設定し、セキュリティ

の確保を図る必要がある。 
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 ９．５ 機能限定型プラットフォームの成立条件の検討 
（１）機能限定型プラットフォーム構築経費の規模感 

    前節の検討内容を前提に、複数のシステムメーカーに機能限定型プラットフォーム構築経

費の規模感を聴取した結果、構築経費としては、「数億円程度」と想定するのが妥当と思料

される。 

    なお、この構築経費には、データのクレンジング・マップマッチングによるデータ統合機

能、データ蓄積（アーカイブ）機能、データ課金機能の構築に要する経費は含まない。 

 

（２）成立条件の検討に際しての経費負担区分の考え方 

    機能限定型プラットフォームを通じたデータ利用に当たっては、プラットフォームの運営

主体、データ提供者及びデータ利用者のそれぞれにおいて設備投資が必要になるが、図９．

２に示す考え方を基本に成立条件を検討した。 

    ① プラットフォームの設備投資は、運営主体負担とし、プラットフォームの維持経費と

合わせてデータ利用者のシステム利用料で回収することを基本とする。 

    ② データ提供者の設備投資は、データ提供者負担とし、データ提供設備の維持経費と合

わせてデータ利用者からのデータ利用料で回収することを基本とする。 

    ③ データ利用者の設備投資は、データ利用者負担とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      図９．２ 機能限定型プラットフォーム関連経費の負担区分の考え方 

 

（３）成立条件の試算例 

（２）の経費負担区分の考え方をベースに、幾つかの仮定条件の下に、次の２つのケース

について、プラットフォーム運営主体、データ提供事業者において回収が必要な経費を試算

した。 

ケース１：図９．２に示す経費負担区分の考え方による場合 

  ケース２：データ提供事業者の初期投資をプラットフォーム構築経費に含める場合 

 上記の各ケースにおける成立条件の試算例を表９．１に示す。 

 なお、試算に用いた値は、あくまで仮定のものであり、工数等を詳細に積算した上で算出

した値ではない。巻末の参考資料１１に、各ケースの試算過程を示す。 
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９．６ 機能限定型プラットフォーム成立可能性の検討 

以上を踏まえ、図９．３に示すフローに沿って、機能限定型プラットフォームの成立可能性

について検討を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

（１）民データの官利用による成立可能性 

「図９．３ 機能限定型プラットフォームの成立可能性検討フロー」の「民データの官利

用」部分（官への提供可能性「有」とする民データの質・量が、官における需要とマッチン

グする可能性があり、官における継続購入が期待できるか？）について、１都３県（東京、

図９．３ 機能限定型プラットフォームの成立可能性検討フロー 

 

 
表９．１ 成立条件の試算例 
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千葉、埼玉、神奈川）の交通管理の現場担当者にヒアリングした結果、下記のような状況で

あった。 

警視庁においては、一定期間の過去蓄積プローブデータを継続的に購入し、オフライン信

号制御の改善等に利用しようとする段階にあり、また、神奈川県においては、独自の方式で

収集するプローブデータを一部路線の交通管制に試験的に利用し、効果を確認しているとの

ことであったが、民のリアルタイムプローブデータの利用については、いずれの交通管理者

も魅力を感じ、今後の交通管理・管制への活用に大いに期待はあるものの、現状は、データ

の質・量の評価、インフラ収集データとの融合利用技術の開発、利用効果の実証等が不十分

な状況にある。 

また、警察庁及び国土交通省においても、民のリアルタイムプローブデータの利用に魅力

と期待を有しているが、現状は、まだ継続的に民データを購入して利用しようとする状況に

はなく、当面は、大規模災害時に提供される民プローブデータを災害時対策に活用しつつ、

それぞれのインフラで収集するプローブデータにより、道路交通管理や管制への利用技術の

開発と利用効果の実証に取り組みつつあるところである。 

したがって、「図９．３ 成立可能性検討フロー」の「民データの官利用」部分について、

現状では、民データが官における需要とマッチングするか否かを評価することが困難であり、

今後、官民の相互協力と連携により、民が提供可能とするデータの質・量についてのより詳

細な分析と評価、官の利用目的にマッチングする民データの質・量の明確化、民データと官

データの融合利用効果の検証と社会便益の定量的評価等の取り組みが必要である。 

 

（２）官データの民・地方自治体利用による成立可能性 

「図９．３ 機能限定型プラットフォームの成立可能性検討フロー」の「官データの民利用」

部分については、表３．１に示す民の利用期待が大きい官データが統合プラットフォームか

ら提供されるとすると、アンケート調査結果からも、本研究会参加の民メンバーの多くの利

用が期待でき、更に研究会に参加していない民や地方自治体の利用も期待できると思料され

るが、リアルタイム性の高い官データを民等に提供しようとすると、官が多数の利用者のニ

ーズに個別に対応することは困難であり、民等が利用しやすい何らかの仕組みが必要である。 

そして、この仕組みとして、「５．１ 統合プラットフォームの役割とサービスについて

の期待」のアンケート集約結果にあるように、統合プラットフォームに「民における官デー

タの利用基盤」としての役割を果たすことを期待する事業者が多い。 

その場合、既存の交通情報提供事業者だけでなく、「３．１ 道路交通関連データの想定

利用者」で述べたような各種の事業者が官データを容易に利用できるプラットフォームにで

きれば、官データの民利用による成立可能性があると思料され、今後、関係機関・団体にお

ける具体的な検討が望まれる。 
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１０ まとめ 

   本調査研究の前半は、官民データの融合により、一層の交通流円滑化や交通事故の抑止に有

用な情報が生成でき、大きな社会便益が得られる期待があるとの認識を共有し、そして、政府

のＩＴ戦略本部において、「２０３０年までに世界一安全で円滑な道路交通社会を構築する」

ことを目標に決定した「官民ＩＴＳ構想・ロードマップ」の実現に資するため、持続性のある

道路交通関連データ流通のあり方について検討を行った。 

そして、後半においては、２０２０年東京オリンピック・パラリンピックにマイルストーン

を置いて、実現性の高い活用場面に焦点を当てたスタートアップ方式と、その実現可能性につ

いて検討を行った。 

 

官データの民利用については、特に、動的事象情報や静的交通規制データの利用期待が大き

く、更に、交通量や事故データ等についても、民が保有するデータとの融合による交通情報サ

ービスの品質向上や安全運転支援サービスの充実を目的とする利用期待があることを再確認

した。 

今後、政府の「交通データ利活用に係るロードマップ」に基づき、官が主体となって具体的

な検討が行われ、着実に推進されることが期待される。 

 

そして、民プローブデータの官利用については、官において、情報収集インフラ未設置路線

の交通状況把握や、情報収集インフラが希薄な区間の交通状況把握精度の向上等に対する利用

期待があり、大いに魅力を感じているが、官データとの融合による利用方法や利用効果につい

て、更なる研究と実証が必要な状況にあることを再確認した。 

民プローブデータの官利用に当たっては、各事業者が提供可能とするデータの質・量につい

てのより詳細な分析と評価、官の利用目的・用途に応じて必要な民データの質・量の明確化、

官における利用システムの開発と利用効果の検証、官民データの融合利用による社会便益の定

量的評価等が必要であり、今後、官民の相互協力と連携により、こうした課題に対する具体的

な取り組みの推進が期待される。 

 

また、政府においては、今後、「官民ＩＴＳ構想・ロードマップ」に基づき、２０２０年東

京オリンピック・パラリンピック等に向けた戦略策定の検討が行われるところであるが、本調

査研究が、政府における検討の参考になれば幸いである。 
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　　　　　　　　　　　　　統合プラットフォームに関するアンケート結果 資料 ３
１．　統合プラットフォームにどのような役割・意義を期待しますか。 １／６

回　　　　　答 要　　　　約 集　　約　（案）

○役割

①統合ＰＦの役割は、官民の情報保有者だけが利用するものではなく、必要とする人（官、民）が、
必要な情報を２次利用可能な形式で入手可能で、かつ自由に編集加工が可能で、必要とする人
（官、民、国民）に有益な情報が提供できること。　 ②統合ＰＦの役割は、その情報利用のルール作
り（アクセス管理、セキュリティ管理、知的財産、対価など）が主でありデータ構造については、極度
に標準化する必要はない。

・必要な情報を２次利用可能形式（編集加工可能）で提供
・データ利用のルール作りが主で、極度の標準化は不要

※官と民が単独では実現できない価値を提供できる統合ＰＦ

○プラットフォームの意義

①統合ＰＦは、公的に構築、運用され、情報は２次利用可能な形式で、オープン化されている構造
であること。　　②データそのものは、統合ＰＦを介してネットワーク上でアクセス可能であれば良く、
１箇所に集約する必要はない。　　③交通関連情報と、その他情報の融合サービス検討の基盤に
なること。

・公的に構築・運用すべし
・データを１カ所に集約する必要なし
・その他関連情報との融合サービス検討の基盤にすべし

国・自治体等の機関が持っている情報が正規化された形でプラットフォームに登録されることを期
待します。現状は大量の情報が官から民に提供される動きがありますが、データが正規化されてお
らず、似たようなデータでもフォーマット等が異なるといった課題

・データが正規化（標準化）されて登録されるべし

また、民間が持つ情報が統合プラットフォームを介して国・自治体等に流れ、行政施策に適切に活
用されることを期待します。民民のやり取りは市場で行うことを考えます。

・民保有データが統合ＰＦを介して官（国・地方自治体）で活用
されることを期待
・民民のやり取りは市場で

意義…官整備インフラデータ情報および民間独自収集データの相互に活用できるPF。 ・官インフラデータと民収集データの相互活用可能なＰＦ

役割…官民および民企業のデータを相互利用することにより、タイムリーな道路交通の管理、道路
交通データ集約、民間事業者の調達コストの低減の役割を期待しています。

・データ相互活用による道路交通管理、民間事業コスト低減

Ｄ 統合プラットフォームからあらゆるデータが入手できれば便利 ・官民データ入手の利便性

Ｅ
官民双方が保有する交通情報データを利用者の要求に応じて、幅広く提供することが可能な機能
を構築する。

・官民データ入手の利便性

Ｆ
役割としまては、交通情報に関わるあらゆるデータのアーカイブサ-バとしての位置づけを期待しま
す。特に、官が収集しながらも公開されていなデータを、公開できる形にして、公開することを目的、
意義と考えます。

・交通関係データのアーカイブ（データ群として保存）サーバー
として位置付け

Ｇ 官民のデータを融合できる仕組み（共通API、運用ルールなど）を構築すること。 ・各種データを融合活用するための基盤

Ｈ
「統合プラットフォーム」には、大災害が発生したときなどに国民が必要する情報が容易に参照・入
手することが出来るようになることを期待します。

・災害発生時の関連情報の入手容易化

Ｉ 官民の関係者が集まった議論の場であること。 ・関係者による議論の場

Ｊ
・道路交通にかかわるオープンデータのポータルサイトをイメージしました
・道路交通データにおける、共通インタフェースの提供サービス

・道路交通関係データのポータル（入り口）サイト
・共通インターフェースの提供

Ｋ

・官民・各社個別でなく、それらが統一された様式・データ基盤で統合され、できるだけ多数のデー
タを一元的に利用できることを期待します。
・データは出来るだけ可能な範囲で元データに近く、かつ道路位置に関係付けがされ、分析が可能
な仕様であれば活用範囲が広がると期待されます。

・標準様式によるデータの統合・データの一元的利用による
データ利用の利便性
・できるだけ元(生）データによる利用利便性
・道路位置に紐付けされたデータによる利用利便性

・官民の交通データを集約し、データの利用者が様々な用途への利用を検討できるようにする。 ・官民データ入手の利便性

・データの提供者への負担を軽減するため様々な提供手段を提供し、かつデータの変換を実施し、
各種データのフォーマット統一を図る。

・データの標準形式へ変換による利用利便性

・官と民のデータで相互に不足部分を補完し、利用可能なデータを構築する。 ・官民データの相互補完によるデータの充実

・利用者に対しては、集約したデータを簡易な方法にて提供できる手段を提供する。 ・集約データの利用利便性

・提供者間、利用者間でのセキュリティの確保する必要がある。 ・セキュリティ確保

・過去データのみを扱うのでは用途は限られてくるため、現況情報の提供を行う。 ・現況データの利用利便性（過去データのみでなく）

Ｍ

警察・道路管理者が収集する道路交通情報は現在、JARTICに集約され国民に広く提供されてお
り、平成14年の道交法改正によって制定された「交通情報の提供に関する指針」（国家公安委員会
告示第12号）においても動的交通情報（渋滞情報、旅行時間情報その他時間の経過に伴い変動す
る事象に関する交通情報）の情報提供事業者への提供については、JARTICを介して提供すること
となっていることから、統合ＰＦの早期実現のためには既存のスキーム（仕組み）を活用することが
効率的と考えられる。
また、「交通情報の提供に関する指針」においては、交通情報の提供が交通の安全と円滑に資す
るものとなるようにすることを目的にしており、統合ＰＦを利用する場合においても同様の目的を有
することが必要と思われる。

・既存スキームの効果的活用
・データの利用は交通の安全・円滑に資する目的を条件に

Ｎ

1/15に開催された合同ＷＧにおいて、「（プローブ情報を含む）交通情報の統合プラットフォーム」と
確認されましたので、最も重要な役割は官／民で収集する交通情報を集約することであり、その意
義は官での活用を含む公益的活用に必要なデータはこの統合プラットフォームに集約されているこ
とにあると考えます。
交通情報の公益的活用として例示できる「災害時通行実績情報配信」「信号制御情報配信」「規制
情報配信」「渋滞情報配信」「渋滞予測情報配信」「交通事故分析」「道路計画／保全」事業（アプリ
ケーション）をささえるための統合プラットフォームとして期待できます。

・官民が収集する公益目的に必要なデータ（プローブ含む）の
集約
・交通事故分析、交通規制情報配信等の公益的活用（アプリ
ケーション）を支える基盤

Ｏ

官が収集する（している）データと様々な業種の民が収集する（している）データを相互に有効活用
するための環境もしくは相互利用できるＡＰＩを定義し共通化することを期待する。例えば、データ利
用者がデータ提供者を意識せずに信頼できるデータを探し出せる様な共通のＡＰＩを定義し公開す
る。

・官民データの相互補完によるデータの相互活用基盤としてＡ
ＰＩを定義
・信頼できるデータの入手利便性確保のためのＡＰＩを定義

Ｐ 社会が安全でより快適になる為に利用される情報収集提供の基盤となることを期待します。 ・安全・快適のための情報収集・提供基盤

Ｑ

例えば交通量が少ない山間部で路面が凍結し危険な状態にあるとして、それを検知するために全
ての山間部のあらゆる場所にセンサーを設置するのは現実的ではない。
そこで少なくとも１台の車両が通過したらその車両情報を高い確率で収集できる仕組みを構築する
ことが重要と考えます。
その為には、「如何に多くの車両（理想は全車両）から情報を取得できるか？」が課題であり、官民
が協力して総合プラットフォームを構築する事で実現できるのであれば活動する意義は大きいと考
えます。

・官民相互協力による情報収集基盤

A

Ｂ

Ｃ

Ｌ

統合ＰＦの役割・機能について集約する

と下記のとおり。

・官における民データの利用基盤

・民における官データの利用基盤

・官民データ（プローブ含）集約基盤

・官民相互協力によるデータ収集基盤

・各種データの融合サービスの検討基盤

・公益的活用（アプリ）を支えるデータ基盤

・利便性の高いデータ利用基盤

・災害発生時に役立つ情報基盤

・データ利用のルール作りが主

データ内容についての論点は、下記の

とおり。

・２次利用可能なデータ

・元（生）に近いデータ

・標準化されたデータ

・極度に標準化しないデータ

・道路位置に紐付けされたデータ

・鮮度・精度の高いデータ

（過去データのみならず）

統合ＰＦの構築・運用方式についての

論点は、下記のとおり。

・公的に構築・運用

・既存スキームの効果的活用

・データの１カ所集約は不要

統合ＰＦシステムの技術方式についての

論点は、下記のとおり。

・データの１カ所集約は不要

・交通関係データのアーカイブサーバー

・交通関係データのポータルサイト

・共通インターフェース（ＡＰＩ）

・データの信頼性確保

・データのセキュリティ確保













資料４ （１／２）

マップマッチングの概念と道路ネットワーク地図のカバーイメージ



資料４ （２／２）

ＶＩＣＳリンク・ＤＲＭリンク

道路の区間ＩＤ（ＤＲＭリンクを使った表現）
（東京 向島付近）

（東京 向島付近）

（共通基盤地図検討タスクフォース資料から）

（共通基盤地図検討タスクフォース資料から）
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出
や
信
頼
性
向
上
を
図
る

処
理
を
い
う
。

統
合
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

事
業
者
（
官
、
民
）

運 営 主 体

携
帯
電
話

事
業
者

デ
ー
タ
ア
ク
セ
ス
制
御
・

管
理
機
能

注
４
：
最
優
先
ア
プ
リ
ケ
ー
シ
ョ
ン
と
し
て
、
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
に
お
け
る
、
高
精
度
旅

行
時
間
情
報
を
利
用
し
た
「
マ
ル
チ
モ
ー
ダ
ル
情
報
提
供
」
の
実
現
を
目
指
す
。

注
１
：
デ
ー
タ
ア
ク
セ
ス
制
御
・
管
理
機
能
と
は
、
デ
ー
タ
提
供
事
業
者
の
提
供
条
件

（
提
供
先
・
利
用
用
途
等
）
に
基
づ
き
、
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
を
確
保
し
て
制
御
・
管
理

す
る
機
能
を
い
う
。

（
注
１
）

（
注
２
）

（
注
５
）

（
注
５
）

（
注
５
）

（
注
５
）

マ
ル
チ
モ
ー
ダ
ル
情
報
提
供
事
業
者

各
種
道
路
交
通
デ
ー
タ
の

融
合
処
理

（
高
品
質
旅
行
時
間
情
報
生
成
）

（
注
３
）

「
高
品
質
旅
行
時
間
情
報
」
と
他
の

関
連
デ
ー
タ
を
融
合
利
用
し
た
マ
ル

チ
モ
ー
ダ
ル
情
報
生
成
ア
プ
リ
ケ
ー

シ
ョ
ン

鉄
道
、
地
下
鉄
事
業
者

駐
車
場
事
業
者

給
油
・
給
電
施
設
事
業
者

観
光
事
業
者

店
舗
経
営
事
業
者

そ
の
他

（
注
４
）

さ
ま
ざ
ま
な
サ
ー
ビ
ス

資
料
５

官
（
警
察
・
道
路
管
理
者
）

そ
の
他
事
業
者

そ
の
他
事
業
者



プラットフォーム経由データを利用したサービス例とビジネスモデルの基本的考え方

資料６（１／３）



資料６（２／３）



資料６（３／３）





 

 
 

 
 
 





                                     資料９（１／２） 
１都３県エリアを対象としたプラットフォーム流通データ量の試算過程 
～プローブデータ提供可能性「有」とする社の１都３県分の試算～ 

 
１ 点列プローブデータ量の試算条件と試算過程 

 

（１）下記により、点列プローブデータ提供可能性「有」とする４社の１日当たりのデータ件数を試算 

 

Ａ社  車両：３万台、平均稼働時間：３００分／台・日 
     データ収集周期：基本１０分、１分周期も混在（以下、１０分と仮定） 

収集データに移動履歴データを含まず 
     ○１日当たり、 

イベント発生回数 ：（３万×３００分）／１０分＝９０万回 
      時刻・緯度・経度データの件数 ：       ＝９０万件 
Ｂ社  車両：４，０００台、平均稼働時間：６００分／台・日 

     データ収集周期：１分又は６分（以下、１分が５割、６分が５割と仮定） 
収集データに移動履歴データを含まず 

     ○１日当たり、 
イベント発生回数：（２，０００×６００分）／１分＋（２，０００×６００分）／６分 

＝１４０万回 
     時刻・緯度・経度データの件数：       ＝１４０万件 

Ｃ社  車両：数万台（２万台と仮定）、平均稼働時間：３０分～１００分（６０分と仮定） 
     データ収集周期：５分～１５分（１０分と仮定） 

ただし、プライバシー処理のための遅延あり 
     収集データに３秒ピッチの移動履歴データを含む 
    ○１日当たり、 
       イベント発生回数：    （２０，０００×６０分）／１０分＝１２万回 
       時刻・緯度・経度データの件数： １２万回×（１０分／３秒）＝２，４００万件 
Ｄ社  車両：１～２万台（１．５万台と仮定）、平均稼働時間：６０分 

     データ収集周期：５分 
ただし、プライバシー処理のための遅延あり 

     収集データに１秒ピッチの移動履歴データを含む 
    ○１日当たり、 
     イベント発生回数：     （１５，０００×６０分）／５分＝１８万回 
     時刻・緯度・経度データの件数：   １８万×（５分／１秒）＝５，４００万件 
 
（２）４社の試算値を合算 

○１日当たり、 



                                            （２／２） 
イベント発生回数：２６０万回 

     時刻・緯度・経度データの件数：８，０３０万件 
 
（３）上記の合算値を基に、下記の条件によりピーク１時間当たりのデータ量を試算 

・表１に示す共通のフォーマット例によるものとする。 
・ピーク１時間当たりのデータの集中率は、２０％と仮定する。 

 
８，０００万件×５７Ｂ×０．２＝９１２ＭＢ 

○ピーク１時間当たり、約１ＧＢ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２ リアルタイムリンク旅行時間データ量の試算条件と試算方法 

リアルタイムリンク旅行時間については、提供可能性「有」とする事業者におけるデータ収集量を把握

しなかったので、下記の条件を仮定して１時間当たりのデータ量を試算した。 
 「試算条件」 

・提供可能性「有」とする５事業者から、それぞれ１都３県のＤＲＭリンク約１４０万 
リンクについて、上下両方向の実測データが得られるものとする。 

   ・１４０万リンクの上下両方向のデータが、５分周期で提供されるものとする。 
   ・２表に示す共通フォーマット例によるものとする。 
    １４０万リンク×２×１２（5 分周期の為）×６３Ｂ×５＝１０，５８５ＭＢ 

○ピーク１時間当たり、約１０ＧＢ 

 
表１ 試算条件とする点列プローブデータの共通フォーマット例 

 



ルータの設定は、
ルータ管理ツールから

ファイアウォールの設定
は、ファイアウォール管
理ツールから

スイッチ、ＶＬＡＮ、
ロード・バランサ等
の設定も、別の管理
ツールからいちいち
マニュアル操作で行
わなければならない。
ネットワーク構成の
設定変更には大変手
間がかかる。

ネットワーク専用機器（Ｌ１～Ｌ４スイッチ）を用いて、ネットワーク制御と
データ転送処理が一体となった静的な仕組みである。いったんネットワークを
構築してしまうと、構成変更に非常に手間がかかる。ネットワーク化対象が多
くなく、さほど変更が発生しない場合は、コスト面で有利である。

一
括
設
定

ネットワーク制御とデータ転送が「分離」され、汎用サーバ上のソフトウェアを用いてデータ
転送処理のみを行う機器を「動的に制御」するものである。ネットワーク構成後に変更が頻繁
に発生したり、ネットワーク接続対象が増えると想定される場合は、従来方式に比べ、構築後
のネットワーク変更が極めて容易であり、コストがかからない。

Software-Defined 
Networkでは、ＳＤＮ
コントローラーを通じ
てネットワークのあら
ゆる機器の設定や構成
変更等ができる。

資料１０
ネットワーク制御方式の比較

従来方式

ＳＤＮ方式



                                         資料１１ 

        機能限定型プラットフォームの成立条件の試算過程 

 

１ 成立条件の試算に際しての仮定条件 

  試算に際して以下の条件を仮定する。 

   ① 統合プラットフォーム運営主体の初期設備投資・・・１億円 

   ② 統合プラットフォーム運営主体の年間維持・運用経費・・・２，０００万円／年 

   ③ データ提供事業者の初期設備投資・・・・２，０００万円 

   ④ データ提供事業者のデータ提供設備の年間維持・運用経費・・・２００万円／年 

  ⑤ 運営主体及びデータ提供事業者の初期投資設備は、４年リース支払い 

（月額リース料率：２．３％）とする。 

   ⑥ 現状では、データの価値評価ができないため、考慮しないものとする。 

２ 試算過程 

（１）ケース１（図１１．１の考え方による）の試算過程 

   ① 運営主体で１年間に回収必要なシステム利用料の総額は、 

１億円×０．０２３×１２＝２，７６０万円（初期設備投資分） 

２，７６０万円＋２，０００万円（年間維持・運用経費）＝４，７６０万円 

したがって、１年間に回収必要なシステム利用料の総額は、約５，０００万円 

   ② データ提供者で１年間に回収必要なデータ利用料は、 

２，０００万円×０．０２３×１２＝５５２万円 

５５２万円＋２００万円（年間維持・運用経費）＝７５２万円 

したがって、データ提供者が１年間に回収必要なデータ利用料は、約８００万円／１事業者 

   ③ 初期投資分は、４年リースを前提にするため、統合プラットフォーム運営主体には、年間約５

千万円のシステム利用料収入が、データ提供事業者には、年間約８百万円のデータ利用料収入

が、それぞれ４年間保証されることが成立条件となる。 

（２）ケース２（データ提供事業者の初期投資を統合プラットフォームの初期投資に含めた場合）の試

算過程 

① データ提供事業者数を７事業者と仮定する。 

   ② 他の条件は、「仮定条件１」と同じとする。 

   ③ 運営主体で１年間に回収必要なシステム利用料の総額は、 

（１億円＋２，０００万円×７）×０．０２３×１２＝６，６２４万円（初期投資分） 

６，６２４万円＋２，０００万円（維持・運用経費分）＝８，６２４万円 

   ④ データ提供者で１年間に回収必要なデータ利用料は、年間２００万円／１事業者 

   ⑤ 初期投資分は、４年リースを前提にするため、統合プラットフォーム運営主体には、年間約９

千万円のシステム利用料収入が、データ提供事業者には、年間約２百万円のデータ利用料収入が、

それぞれ４年間保証されることが成立条件となる。 
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